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要旨 

 我が国では、青少年のインターネットの安全確保に向けた方策として、フィルタリング

の利用が努力義務として法規に規定されている。しかし、近年フィルタリングの利用率が

低下している。この様な状況に対する社会的な方策として啓発教育が国策として実施され

ている。本稿では、青少年に対する啓発教育が実際のフィルタリング利用に寄与している

かについて分析を行った。分析の結果から、啓発教育の受講経験とフィルタリング利用と

の間に相関があるとは言えない結果となった。この結果を踏まえ、フィルタリングの利用

普及のためには、今後の啓発教育の実施策について、改善していく必要があることが明ら

かとなった。 

 

 

キーワード 

青少年インターネット環境整備、啓発教育、フィルタリング、携帯電話、スマートフォン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 2 
 

１．はじめに 

 近年、世界各国において青少年のインターネット利用から様々な社会問題が生じている。

テキストでの対話から生ずるディスコミュニケーションの問題、架空請求問題、違法有害

情報との接触、犯罪者との遭遇による福祉犯罪被害など多様な問題が生じている。特に我

が国では、2012 年以降、青少年の間にスマートフォンが急速に普及し、彼らのインターネ

ット接続環境に変化をもたらしていることが問題発生のトリガーとなっている。 

 我が国では、2009 年に「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整

備等に関する法律」が制定されており、青少年に対する技術的保護手段としてフィルタリ

ングの利用普及が本法の目的として定められている（第 1条）。さらにその目的を果たすた

めに、通信事業者にはフィルタリングなどの措置により青少年が有害情報を閲覧する機会

をできるだけ少なくすることと、彼らの能力習得の促進が責務として課せられているとと

もに（第 5 条）、保護者にはフィルタリングの利用が義務規定として定められている（第 6

条 1）。 

 しかし近年、我が国ではスマートフォン利用環境において、フィルタリングの利用率が

低下傾向となっている。我が国のスマートフォンの所有率をみてみると、内閣府(2014)の調

査によれば 2010 年の時点で、携帯電話を所有する青少年の 2.9%がスマートフォンを所有

していたにすぎなかったが、2013年には、その所有率が 56.8％までに急増している。特に、

高校生においては、携帯電話を所有する高校生の 82.8%がスマートフォンを所有している。 

 

 

図 1：青少年の携帯電話・スマートフォンの所有状況 

出所：内閣府 (2014) 

 

 スマートフォンは、これまで普及していた従来の携帯電話のインターフェイス性を高め

ることにより使いやすく、インターネット接続環境を改善させた。特に、インターネット

回線を従来の 3G・LTE 回線のみならず、wi-fi 回線も利用することを可能としている。し

かし、この wi-fi 回線の利用は、従来青少年保護対策として利用されてきた 3G・LTE 回線

向けのフィルタリングのみでの違法・有害情報対策を機能不全に陥らせている。 



 3 
 

さらに、我が国においては携帯電話会社から提供されるデフォルトの強度のフィルタリ

ングを利用した場合、SNSとして一般的に普及している Twitter, Facebookなどは1、フィ

ルタリングの対象となり、ブロックされてしまうのである。このような理由から青少年は

フィルタリング利用を避けており、このことからフィルタリングの利用率が低下している。

警察庁(2015)が、携帯電話販売店に対して実施した調査では、保護者がフィルタリングを利

用しない理由として「子供が利用したいサイトやアプリが利用できない(48%)」、「子供から

解除するよう頼まれた(33.6%)」を主な理由としてあげられている(n=1,201)。さらに、子ど

もが利用したいサイトとして「LINE(53.9%)」、「Facebook(10.2%)」、「Twitter(5.7%)」を

あげている(n=384)。 

内閣府(2014)の調査においては、2013 年の時点で、スマートフォンを利用する青少年の

フィルタリングの利用率は 3G・LTE 回線向けのフィルタリングが 37.2%、wi-fi 回線向け

が 9.5%、アプリ・フィルタリングが 8.9%と低い利用率にとどまっている。 

 フィルタリングを利用しないということは、青少年にとって不適切な情報に遭遇する危

険度を高めていると言えよう。今日、ソーシャルメディアの利用から、ネットいじめやネ

ット依存の問題が社会問題化しており、この問題に対する社会的な対応が必要とされてい

る。我が国では、この様な社会問題に対するための一方策として、国策として啓発教育政

策が行われており、その教育においてフィルタリングの利用の呼びかけが行われている（内

閣府他 2014）。しかし、フィルタリング利用率が思わしくない現状を踏まえると、啓発教育

がフィルタリングの利用率の改善に寄与しているのかについて検討する必要があるであろ

う。 

本稿では、青少年の啓発教育の受講経験とフィルタリングの実際の利用との相関分析を

行うことにより、啓発教育がフィルタリング利用に寄与しているのか、その結果からどの

ような啓発教育政策が求められるのかについて検討を行う。 

 

２．先行研究レビュー 

 インターネットの諸リスクに対する啓発教育は、①青少年自らが適切にインターネット

を利用することができるようになるために必要となる知識や能力を習得するための教育と

いう側面と②青少年自身のみでは十分にリスクを回避することが困難であることを認識し、

そのようなリスクを回避するための技術的手段としてのフィルタリングなどの技術的保護

の利用を促す手段としての側面がある。これらの 2 つの目的は互いに補完的な役割がある

と言え、青少年の発達段階やリスクに対する対処能力の習得の具合に応じて、効果的な啓

発教育を提供することが必要であると言えよう。 

 齋藤・新垣(2011)では、内閣府(2010)の調査データをもとに、小中高校の各学齢期におけ

                                                   
1 これまで LINEは、モバイルコンテンツ審査・運用監視機構(以降：EMA)の認証を取得

していなかったことから、フィルタリングの制限対象であった。しかし、2015年 3月 31

日に EMAの認証を得たことから、その制限から外れている。 
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る啓発教育の経験と実際のフィルタリング利用との相関を分析した。その結果、小学生に

おいては、わずかな相関(R=0.23)が見られるものの、中学生および高校生ではほとんど相関

がみられなかった。 

 一方、保護者向けの啓発教育と技術的安全対策の利用状況について、齋藤・新垣(2012)

では、保護者の啓発教育の受講経験と子どもの携帯電話へのフィルタリング・サービスの

利用との相関を分析している。その結果、保護者においては、啓発教育の受講回数が多い

ほど実際のフィルタリング利用の割合が高くなるという正の相関(R=0.36)があることを明

らかにしている。 

 しかし、これらの研究で用いられた調査データは、2010 年に収集されたデータであり、

スマートフォンが普及している現在の状況下においても同じような結果をもたらすとは言

えない。特に、スマートフォンの普及とともにフィルタリング利用率が低下している現状

を踏まえ、スマートフォン利用下における啓発教育の方向性について検討するとともに、

その知見を国際社会に提供することが重要となると言えよう。 

３．コンセプト 

青少年に対する啓発教育がフィルタリングの利用率の改善に寄与しているのかについて

検討するために、本稿では青少年の各学齢期におけるフィルタリング利用状況と啓発教育

受講経験との相関分析を行う。さらに、啓発教育が時の経過とともに我が国社会的に広ま

っているのかについて評価を行うために、2009 年時点の啓発教育の受講経験と 2013 年に

おける啓発教育の受講経験数を比較検討する。 

 分析の基となるデータは、内閣府(2014)が行った「青少年のインターネット利用環境実態

調査」のローデータを利用した（表 1）。本調査では、青少年に対して「インターネットに

関する啓発や学習の経験」と「フィルタリング等使用状況」について質問をしており、こ

れらの質問に対する回答状況と実際のフィルタリングの利用状況について分析を行った。

また、啓発教育の学習機会が社会的に広まっているかに関する分析では、内閣府(2010)のロ

ーデータと内閣府(2014)のローデータを比較分析することとした。 

 

表 1：内閣府(2014)「青少年のインターネット利用環境実態調査」における被験者情報 

調査主体 内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付青少年環境整備担当 

調査地域 日本全国 

調査方法 調査員による個別面接聴取法 

調査期間 2013年 11月 9日～12月 8日 

調査対象者 2013年 11月 1日現在で、満 10歳から満 17歳までの青少年：3,000人 

標本抽出方法 層化二段階無作為抽出法 

有効回収数（率） 1,817人(60.6％) 

 

 フィルタリング利用状況と啓発教育受講経験との相関分析を行うことにより、携帯電話
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を所有する青少年がフィルタリングの利用への誘因として啓発教育が機能しているのか、

それとも機能していないのかが浮彫になるであろう。また、フィルタリングの利用率が相

対的に高い従来型の携帯電話と、フィルタリングの利用率が相対的に低いスマートフォン

では、啓発教育の経験とフィルタリングの使用率の相関に差があるといえるのかが分かれ

ば、使用ディバイスに応じた啓発教育のプログラムを組む必要があるであろう。 

 さらに、もし啓発教育が機能していないのであれば、フィルタリング利用に向けた取り

組みとしてどのような啓発教育政策が必要になるのかについて検討する必要があるであろ

う。また、このままフィルタリングの利用が進まないのであれば、実質的な青少年保護と

して彼らのリスクに対する対処能力を身に着けさせることが最善の策とも考えられるが、

それを実現するための啓発教育政策の方向性についても検討する必要があると言える。 

 

 

４．内閣府データ分析の結果 

 本稿では、次の分析を行った。4.1.では、各学齢期における啓発教育受講機会の数とフィ

ルタリング利用との相関分析を行った。4.2.では、内閣府(2010)と内閣府(2014)の啓発教育

機会の数を比較分析している。 

 

4.1. 各学齢期における啓発教育経験とフィルタリング利用との相関 

①小学生の啓発教育経験とフィルタリング利用との相関 

小学 5、6 年生の従来型の携帯電話におけるフィルタリング使用状況（「使用」1 点、「未

使用」2点）と、安心に関する教育を受けた機会の回数について、相関係数を計算したとこ

ろ、ピアソンのＲ＝-0.06となり、ほとんど相関は見られなかった。さらに、小学生のスマ

ートフォンにおけるフィルタリング使用状況（「使用」1点、「未使用」2点）と、安心に関

する教育を受けた機会の回数について、相関係数を計算したところ、ピアソンのＲ＝-0.13

となり、ほとんど相関は見られなかった。 

 

表 2：小学 5、6年生の啓発教育の経験数 

  
度数 % 

教
育
の
機
会
数 

0 138 22.8 

1 303 50.2 

2 127 21.0 

3 30 5.0 

4 5 0.8 

5 1 0.2 

 
合計 604 100.0 
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②中学生の啓発教育経験とフィルタリング利用との相関 

中学生の従来型の携帯電話におけるフィルタリング使用状況（「使用」1 点、「未使用」2

点）と、安心に関する教育を受けた機会の回数について、相関係数を計算したところ、ピ

アソンのＲ＝-0.14となり、ほとんど相関は見られなかった。さらに、中学生のスマートフ

ォンにおけるフィルタリング使用状況（「使用」1点、「未使用」2点）と、安心に関する教

育を受けた機会の回数について、相関係数を計算したところ、ピアソンのＲ＝-0.14となり、

ほとんど相関は見られなかった。 

 

表 3：中学生の啓発教育の経験数 

    度数 % 

教
育
の
機
会
数 

0 39 5.6  

1 392 56.1  

2 194 27.8  

3 49 7.0  

4 15 2.1  

5 8 1.1  

6 2 0.3  

  合計 699 100.0  

 

 

 

③高校生の啓発教育経験とフィルタリング利用との相関 

高校生の従来型の携帯電話におけるフィルタリング使用状況（「使用」1 点、「未使用」2

点）と、安心に関する教育を受けた機会の回数について、相関係数を計算したところ、ピ

アソンのＲ＝-0.08となり、ほとんど相関は見られなかった。さらに、高校生のスマートフ

ォンにおけるフィルタリング使用状況（「使用」1点、「未使用」2点）と、安心に関する教

育を受けた機会の回数について、相関係数を計算したところ、ピアソンのＲ＝-0.06となり、

ほとんど相関は見られなかった。  
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表 4：高校生の啓発教育の経験数 

    度数 % 

教
育
の
機
会
数 

0 14 2.8  

1 246 48.9  

2 134 26.6  

3 73 14.5  

4 26 5.2  

5 7 1.4  

6 3 0.6  

  合計 503 100.0  

 

4.2. 啓発教育を受ける機会数に対する年次比較 

青少年の啓発教育の受講機会の数を見てみると、2009年の平均が値 1.29であったのに対

し、2013 年では 1.44 と上昇がみられた。2009 年と 2013 年を対応のない t 検定を実施し

たところ、p<0.001 と有意な差が見られた。そのうち、小学 4 年～6 年においては、2009

年の平均値 0.98から、2013年は 1.11と、有意な上昇がみられた（p=0.013）。また、高校

1年～3年においては、2009年の平均値 1.51から、2013年は 1.77と、有意な上昇がみら

れた(p<0.001)。一方、中学 1年～3年においては、2009年の平均値 1.44から、2013年は

1.50となり、t検定の結果でも有意な上昇はみられなかった（p=0.336）。 

 

表 5：2009年と 2013年における啓発教育の経験数の比較 

      

 
2009 年 2013 年 

p 値 
  N 平均値 N 平均値 

全体 1369 1.29  1817 1.44  p<0.001 

小学 4 年～6 年 496 0.98  604 1.11  p=0.013 

中学 1 年～3 年 524 1.44  699 1.49  p=0.336 

高校 1 年～3 年 346 1.51  503 1.77  p<0.001 

      
 

 

５．考察 

 分析では、青少年の啓発教育の経験と実際のフィルタリング利用率との間に相関がある

とは言えないという結果となり、それは各学齢期においても同様の結果となった。さらに、

スマートフォンに限らず、従来型の携帯電話においても同様に各携帯ディバイスの利用と

啓発教育の受講経験との間に相関があると言えないという結果となった。一方、啓発教育
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の受講機会の広がりは、2009年当時よりも 2013年では増加傾向にあることが分かった。 

この結果から、啓発教育の受講機会は増加する傾向にあるものの、その教育の結果がフ

ィルタリング利用につながっているとは言えないということが言える。言い換えれば、現

在の啓発教育政策は、フィルタリングの利用普及に機能しているとは言えないであろう。

それは、スマートフォンと従来型の携帯電話のディバイスの違いに関係なく、同様の問題

として啓発教育を検討する必要があると言える。 

 この分析結果を踏まえ、啓発教育を行う時期について考えてみよう。今日行われている

啓発教育は、携帯ディバイスの所有に関わらず、学校や社会教育というかたちで提供され

ている。言い換えると、携帯ディバイスをすでに保有している青少年か、それとも保有し

ていない青少年かの区別はなく一律で啓発教育が提供されている。 

 しかし、携帯ディバイスの購入後に啓発教育を受けたとしても、その受講後フィルタリ

ングの加入のために、再度青少年を携帯ショップに出向せることは至難の業と言えよう。

このことから、啓発教育を実施する時期は、青少年が携帯ディバイスを購入する前に実施

することが重要であると言えよう。購入前であれば、フィルタリングの重要性を理解した

うえで加入する割合が増加する可能性が高いと考えられる。本課題は、今後の青少年向け

啓発教育を効率化させるために重要な課題であることから、別の稿で議論を深めていきた

い。 

  

６．結論 

 本稿では、法律においてフィルタリングの利用が義務化されているにも関わらず、その

利用率が高いとは言えないこと、さらに近年その利用率が減少しているという我が国の状

況を踏まえ、フィルタリングの利用を促すために啓発教育が機能しているかについて検討

を行った。分析の結果から、啓発教育がフィルタリングの利用に寄与しているとは言えな

いという結論を得た。 

勿論、青少年が啓発教育を受講することにより、彼らのインターネット利用の安全意識

の醸成には大きく寄与しているものと考えられる。しかし、法規の目的を果たすことを目

指すのであれば、啓発教育政策の施行方策について検討する必要があるであろう。その一

解決策として、携帯ディバイスの購入前に啓発教育を提供する社会的な仕組みを構築する

という課題が見えてきた。今後も本課題について研究を進めていきたい。 

さらに、啓発教育の対象は青少年のみならず、保護者もその対象といえる。本稿では青

少年の啓発教育の受講経験とフィルタリング利用との関係にフォーカスして議論を進めた。

残された課題として、保護者の啓発教育の受講経験と実際のフィルタリング利用との関係

についても深い議論を進める必要がある。その課題については、別の論考で議論を展開し

たい。 
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